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  （注意事項） 
   １ 土地の所在場所は土地登記事項証明書を参照し、事業区域の全地番を正確に記載する      ６ ⑩の率は②の面積に対する⑧の比を百分率をもって合計欄に小数点以下第１位まで記 
    こと。事業区域とは、開発行為をしょうとする森林とその他の森林及びその他の土地を       載すること。 
    合計したものであること。（②＋⑨） 
                                                 ７ ⑪の率は②の面積に対する（④＋⑦＋⑧）の比を百分率をもって合計欄に小数点以下 
                                                  第１位まで記載すること。 
   ２ ①の面積は、地番１筆の全面積を（ ）書きで上段に記載するとともに下段に裸書で        なお、開発目的が住宅団地の造成の場合は②の面積に対する（④＋⑤＋⑦＋⑧）の比 
    事業区域の面積を記載すること。                               を百分率をもって記載すること。 
 
   ３ ②の面積は、①の裸書記載の事業区域面積のうち、森林法第５条にいう森林の面積を      ８ ⑫の欄には所有権、地上権等について記載すること。 
    記載すること。 
                                                 ９ １筆の土地の場合でも記載すること。 
   ４ ⑥の開発行為に係る森林の面積とは、実際に土地の形質を変更等をする面積である。 
                                                 10 面積は、ヘクタ－ルを単位とし、小数点以下第４位まで記載すること。 
   ５ ③と④及び⑤の面積が重複する場合は、④と⑤の面積は③の内数とし、（ ）書きす 
    ること。 
 
 


